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１ 農業･漁業経営フォローアップ資金預託金貸付事業

農業経済課

令和４年８月の豪雨により被害を受けた農業者等の経営再建を図るため、無利子の融資

枠を創設するとともに、融資機関に対して県・市町村が利子補給を行う。

１ 事業内容

(1) 融資対象者 市町村長が被害認定した農業者（農業法人、生産組織を含む）、漁業者

(2) 資 金 使 途 豪雨災害の被害を受けた農業・漁業経営の再建に必要な経費

(3) 貸付利率等

利子補給率

貸付利率 通常利率 県 市町村 計 融資機関

(1/2) （1/4） （3/4） (1/4)

無利子 1.05％ 0.525％ 0.2625％ 0.7875％ 0.2625％

(4) 融資限度額 個人500万円、法人2,500万円

（特別な事由がある場合は、被害額を限度とする）

(5) 融 資 枠 ３億円（うち預託額１億円、県と融資機関との３倍協調融資）

(6) 融 資 機 関 ＪＡ、漁協、銀行、信用金庫、信用組合

(7) 償 還 期 限 10年以内（うち据置期間３年以内）

(8) 債務保証への損失補償

秋田県農業信用基金協会又は全国漁業信用基金協会が債務保証した貸付金において

代位弁済が発生した場合、県がその損失の一部を補償

２ 事業主体

融資機関

３ 予算額

１００，１９７千円 諸収入 １００，０００千円

一般財源 １９７千円

貸付金（令和４年度預託分） １００，０００千円

利子補給金（令和４年度分） １９７千円

４ 債務負担行為限度額

(1) 利子補給金 １０，０９９千円（設定期間：令和５～１４年度）

(2) 損 失 補 償 ３，０００千円（設定期間：令和４～１５年度）
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【参考】令和４年度 農業・漁業経営フォローアップ資金 措置状況

通常分 豪雨災害特例 豪雨災害特例(案)

（平成29年７月） （令和４年８月）

貸付対象者 認定農業者、認定就農 市町村長が被害認定した農業者、漁業者

者、漁業者

貸付限度額 個人 500万円 個人 500万円

法人 2,500万円 法人 2,500万円

（ただし被害認定額を上限）

※ 特に必要な場合、被害認定額を上限に限度額超も可

貸 付 利 率 1.05％ 無利子

利子補給等

負担 県 1/2、市町村 1/4、融資機関 1/4

融 資 枠 1.5億円 ６億円 ３億円

うち預託額 0.5億円 ２億円 １億円

資 金 使 途 当年又は翌年の経営に必要な運転資金（既往負債の借換は不可）

償 還 期 間 10年以内（据置期間３年以内）

融 資 方 法 県と融資機関との協調融資（３倍協調融資）

債務保証等 秋田県農業信用基金協会又は全国漁業信用基金協会秋田支所による債

務保証

※債務保証した貸付金において代位弁済が発生した場合、県がその損

失の一部を補償。

（損失補償により債務保証を容易にし、円滑な融資に資する）
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２ 農業経営等復旧・再開支援対策事業

水田総合利用課

令和４年８月の豪雨により被害を受けた農地の復旧や、被災農業者等の経営再開に向け

た取組に対して助成する。

１ 事業内容

(1) 農地復旧支援事業

被災農地（災害復旧事業の対象を除く）の速やかな復旧を支援する。

ア 助成対象

・ 漂着・堆積物の除去経費

・ 農地の保全管理費

イ 補 助 率 １／３

(2) 農業経営等再開支援事業

被災農業者等の経営再開に向けた取組を支援する。

ア 助成対象

・ 施設等の復旧費

・ 農作物の病害虫防除経費

・ 家畜衛生対策費

・ 種子・種苗・素雛・稚魚・生産資材の購入費 等

イ 補 助 率 １／３（水稲・大豆への支援）

１／２（園芸作物等・畜産・水産への支援）

２ 事業主体

市町村

３ 予算額

６１，５７７千円 一般財源 ６１，５７７千円

(1)：１０，６３０千円 負担金補助及び交付金 １０，６３０千円

(2)：５０，９４７千円 負担金補助及び交付金 ５０，９４７千円

４ 債務負担行為限度額

５５，０５７千円（令和５年度分）

(2)：５５，０５７千円（種子・種苗・素雛・稚魚・生産資材の購入費等）

５ 事業年度

令和４～５年度
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３ 県産米品質向上推進事業
【あきたの魅力ある水田農業確立対策事業】

水田総合利用課

コロナ禍による需要の減少や原材料等の価格高騰の影響を受けている農業団体の負担軽

減を図りながら県産米の競争力を強化するため、機能強化に必要な設備の導入を支援する。

１ 事業内容

(1) 助成対象 色彩選別機等

(2) 補 助 率 １／２

２ 事業主体

農業団体

３ 予算額

２７，８２５千円 一般財源 ２７，８２５千円

負担金補助及び交付金 ２７，８２５千円

４ 事業年度

令和４～７年度

【参考】あきたの魅力ある水田農業確立対策事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

秋田米生産・販売戦略推進事業 1,190 － 1,190

マーケット対応型秋田米産地拡大事業 501,263 － 501,263

技術支援体制強化事業 3,515 － 3,515

大豆生産力向上技術導入事業 312,555 － 312,555

水田農業基幹施設等整備支援事業 399,261 － 399,261

県産米品質向上推進事業 75,530 27,825 103,355

計 1,293,314 27,825 1,321,139
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４ 肥料低減対策支援事業（新規）

水田総合利用課

園 芸 振 興 課

肥料の価格高騰に対応するため、大規模農家や園芸農家等における肥料の低減に向けた

取組を支援する。

１ 事業内容

(1) 土壌分析支援事業

収量・品質を確保しながら施肥低減を図るため、土壌分析の取組を支援する。

・ 助成対象 土壌分析に要する経費（土壌分析費、土壌試料送料）

・ 補 助 率 １／２

(2) 園芸肥料低減技術導入支援事業

ア 局所施肥機の導入支援

局所施肥に必要な機械の導入を支援する。

・ 助成対象 局所施肥に必要な機械（植え溝用・局所施肥機等）

・ 補 助 率 １／２

イ 肥料低減技術の確立

うね用・局所施肥機による肥料低減技術の確立に必要な機械を整備する。

・ 実施場所 農業試験場

・ 実施内容 試験・実証に要する機械（トラクター、うね用・局所施肥機、自動

操舵システム、えだまめ播種機）の導入

２ 事業主体

(1) ：農業団体、農業者の組織する団体

(2)のア：農業者、農業者の組織する団体

(2)のイ：県

３ 予算額

６１，９７０千円 一般財源 ６１，９７０千円

(1)：４１，６６０千円 負担金補助及び交付金 ４１，６６０千円

(2)：２０，３１０千円 備品購入費 ９，４５９千円

負担金補助及び交付金 １０，８５１千円

４ 事業年度

令和４年度

-6-



５ 幅広いファン獲得に向けた戦略的な情報発信事業
【サキホコレ！トップブランド確立事業】

水田総合利用課秋田米ブランド推進室

経済活動が回復基調にあることから、量販店等での対面販売や実食等によるサキホコレ
の販売促進活動を強化する。

１ 事業内容
(1) 量販店等における販売促進キャンペーン
・ 場 所 首都圏、中京・関西圏の量販店等（20店舗程度）
・ 時 期 10月末～１月

(2) サキホコレ提供フェア
・ 場 所 首都圏、中京・関西圏のホテル、飲食店等（15店舗程度）
・ 時 期 11月～１月

(3) 新聞折込広告

・ エリア 東京都内
・ 内 容 キャンペーンやフェア、販売店等に関する情報
・ 時 期 11月、１月（２回）

(4) メディアを活用したプレゼント企画等
・ 内 容 キャンペーンやフェアのＰＲ、サンプル米のプレゼント
・ 媒 体 テレビ、ラジオ、新聞、駅貼広告
・ 時 期 11月～１月

２ 事業主体
県

３ 予算額
５７，７０７千円 一般財源 ５７，７０７千円

旅費 １，１３９千円
委託料 ５６，５６８千円

４ 事業年度
令和４～７年度

【参考】サキホコレ！トップブランド確立事業の予算概要
単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後
確かな品質で安定供給できる生産体制確立事業 12,288 － 12,288
トップブランド米の地位確立に向けた流通・販売対策事業 5,919 － 5,919
幅広いファン獲得に向けた戦略的な情報発信事業 79,836 57,707 137,543
ブランド化戦略推進体制整備事業 5,742 － 5,742

計 103,785 57,707 161,492
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６ 配合飼料価格差補てん緊急支援事業
【畜産経営維持緊急支援事業】

畜産振興課

飼料の価格高騰の影響を受けている畜産経営体の負担軽減を図るため、配合飼料の価格

上昇分の一部を支援する。

１ 事業内容

(1) 対 象 者 配合飼料価格安定制度に加入する畜産経営体等

(2) 助成対象 令和４年度第２四半期分の配合飼料購入費

(3) 補 助 率 定額（上限3,800円／ｔ）

２ 事業主体

（一社）秋田県配合飼料価格安定基金協会等

３ 予算額

３０３，６３０千円 一般財源 ３０３，６３０千円

負担金補助及び交付金 ３０３，６３０千円

４ 事業年度

令和４年度

【参考】畜産経営維持緊急支援事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

中小家畜経営安定緊急対策事業 254,959 － 254,959

肉用牛肥育経営安定緊急対策事業 108,000 － 108,000

肉用牛繁殖経営安定緊急対策事業 105,500 － 105,500

酪農経営安定緊急対策事業 103,500 － 103,500

家畜飼料価格高騰支援事業 66,000 － 66,000

配合飼料価格差額補てん緊急支援事業 － 303,630 303,630

計 637,959 303,630 941,589
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７ 耕畜連携による稲わら収集・利用モデル実証事業（新規）

畜産振興課

原油・原材料等の価格高騰の影響を受けている畜産農家及び稲作農家の負担軽減を図る

ため、耕畜連携による新たな稲わら収集・利用モデルの構築に向けた取組を支援する。

１ 事業内容

(1) 助成対象 稲わらの収集・梱包・運搬に要する経費

(2) 補 助 率 定額（上限15千円／10ａ）

２ 事業主体

耕種農家と畜産農家の集団等

３ 予算額

６，０００千円 一般財源 ６，０００千円

負担金補助及び交付金 ６，０００千円

４ 事業年度

令和４年度
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８ 農地・農業用施設関係の災害復旧事業

農地整備課

令和４年８月の豪雨により被害を受けた農地及び農業用施設について、国庫補助事業等

により復旧工事を行い、農業経営の再建を支援する。

１ 事業内容

(1) 農地災害復旧事業

ア 団体営農地災害復旧事業

・ 助成対象 事業費が40万円以上の農地の復旧工事に要する費用

・ 補 助 率 90％（過去５箇年間の国庫補助率より推定）

・ 予 算 額 ２７０，９３０千円

(2) 農業用施設災害復旧事業

ア 県営農業用施設災害復旧事業査定設計委託費

・ 実施内容 県が行う災害復旧工事のための業務委託

・ 予 算 額 ９，０００千円

イ 団体営農業用施設災害復旧事業

・ 助成対象 事業費が40万円以上の農業用施設の復旧工事に要する費用

・ 補 助 率 95％（過去５箇年間の国庫補助率より推定）

・ 予 算 額 １，０００，９３０千円

(3) 農地・農業用施設小災害支援事業

・ 補助対象 (1)、(2)のイの対象とならない小規模な災害（40万円未満）の復旧

工事に要する費用

・ 補 助 率 １／３（ただし、市町村の助成率以内）

・ 予 算 額 １００，０００千円

２ 事業主体

(1)、(2)のイ、(3)：市町村、土地改良区

(2)のア ：県

３ 予算額

１，３８０，８６０千円 国庫支出金 １，２７０，０００千円

県債 １９，５００千円

一般財源 ９１，３６０千円
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【参考】農地・農業用施設関係の災害復旧事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

農地災害復旧事業 274,400 270,930 545,330

県営農地災害復旧事業 2,800 － 2,800

県営農地災害復旧事業査定設計委託費 600 － 600

団体営農地災害復旧事業 271,000 270,930 541,930

農業用施設災害復旧事業 871,000 1,009,930 1,880,930

県営農業用施設災害復旧事業 240,000 － 240,000

県営農業用施設災害復旧事業査定設計委託費 1,000 9,000 10,000

団体営農業用施設災害復旧事業 630,000 1,000,930 1,630,930

農地・農業用施設小災害支援事業 19,900 100,000 119,900

計 1,165,300 1,380,860 2,546,160
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９ 漁業経営継続緊急支援事業

水産漁港課

燃料や餌料の価格高騰の影響を受けている養殖業者等の負担軽減を図るため、生産性向

上に必要な機器や施設整備等を支援する。

１ 事業内容

(1) 漁業継続機器等支援事業

・ 助成対象 蓄養殖施設、水産加工機器、省エネ・省力化機器等

・ 補 助 率 １／２

(2) 内水面種苗生産支援事業

・ 助成対象 放流用種苗（アユ、サクラマス等）

・ 補 助 率 定額（餌料代高騰分の１／２相当）

２ 事業主体

(1)：養殖業者、漁業者等

(2)：放流用種苗生産者

３ 予算額

３６，１２８千円 一般財源 ３６，１２８千円

(1)：３０，０００千円 負担金補助及び交付金 ３０，０００千円

(2)： ６，１２８千円 負担金補助及び交付金 ６，１２８千円

４ 事業年度

令和２～４年度

【参考】漁業経営継続緊急支援事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

漁業継続機器等支援事業 65,116 30,000 95,116

内水面種苗生産支援事業 － 6,128 6,128

計 65,116 36,128 101,244
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10 木材生産・流通施設等緊急整備事業

林業木材産業課

燃料の価格高騰下においても県産材の増産を図るため、高性能林業機械等の導入を支援

する。

１ 事業内容

(1) 施業効率化施設等整備事業

・ 実施内容 高性能林業機械、原木運搬トラック等の導入（11者20台）

・ 補 助 率 １／３

(2) 木質バイオマス供給施設等整備事業

・ 実施内容 移動式チッパー（１者１台）

・ 補 助 率 15／100

２ 事業主体

林業経営体

３ 予算額

１７９，０９０千円 一般財源 １７９，０９０千円

(1)：１６８，３９５千円 負担金補助及び交付金 １６８，３９５千円

(2)： １０，６９５千円 負担金補助及び交付金 １０，６９５千円

４ 事業年度

令和４年度

【参考】木材生産・流通施設等緊急整備事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

施業効率化施設等整備事業 85,500 168,395 253,895

森林資源調査等効率化支援事業 6,500 － 6,500

木質バイオマス供給施設等整備事業 － 10,695 10,695

計 92,000 179,090 271,090
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11 林地・林道施設関係の災害復旧事業

森林整備課

令和４年８月の豪雨により被害を受けた林地及び治山・林道施設について、治山施設の

整備により地域の安全、安心を確保するとともに、林道施設の早期復旧を図る。

１ 事業内容

(1) 県単治山事業

ア 県単一般治山事業

・ 実施箇所 能代市二ツ井町字山根ほか

・ 予 算 額 ５７，６００千円

イ 県単局所防災事業

・ 実施箇所 大館市松木字松木ほか

・ 補 助 率 80％

・ 予 算 額 ３２，４００千円

(2) 災害関連緊急治山等事業

・ 実施箇所 鹿角市尾去沢字蟹沢ほか

・ 予 算 額 ７７８，５００千円

(3) 林地荒廃防止施設災害復旧事業

・ 実施箇所 大館市比内町大葛字雪沢

・ 予 算 額 ８，５３２千円

(4) 県単治山施設災害復旧事業

・ 実施箇所 大館市比内町大葛字雪沢

・ 予 算 額 ３，０００千円

(5) 林道施設災害復旧事業

・ 実施路線 大館市 平内沢線ほか

・ 補 助 率 91％（過去５箇年間の国庫補助率より推定）

・ 予 算 額 ４９４，０００千円

２ 事業主体

(1)のア、(2)、(3)、(4)：県

(1)のイ、(5) ：市町村

３ 予算額

１，３７４，０３２千円 国庫支出金 １，０１８，３３６千円

県債 ３２０，８００千円

一般財源 ３４，８９６千円
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【参考】林地・林道施設関係の災害復旧事業の予算概要

単位：千円

事業名 予算現計 補正額 補正後

県単治山事業 116,981 90,000 206,981

県単一般治山事業 66,456 57,600 124,056

県単局所防災事業 50,525 32,400 82,925

災害関連緊急治山等事業 144,000 778,500 922,500

林地荒廃防止施設災害復旧事業 80,000 8,532 88,532

県単治山施設災害復旧事業 7,000 3,000 10,000

林道施設災害復旧事業 166,000 494,000 660,000

計 513,981 1,374,032 1,888,013
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